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１ 公募の趣旨 

   白鬚西共同利用工場施設は、江東防災再開発事業推進のため、作業室を失うこととな 

る中小工業者等に貸し付けることを目的に設置した施設である。 

   今回の公募は、当該施設のうち、当初の借受者が退去したため空区画となっている区 

画等について有効活用を図るとともに、中小工業者に貸付けを行うことにより、中小工 

業者の発展の一助とし、東京の産業の活性化を図ることを目的としている。 

 

２ 公募対象施設 

（１）施設の名称 

   白鬚西共同利用工場施設 

（２）公募する区画 

   白鬚西共同利用工場施設のうち、１０５、１０８、２０６、２０７、２１２、３０ 

７、３０８、３０９及び３１３号室 

（３）所在地 

  東京都荒川区南千住八丁目５番７号 

  （ｐ９施設案内図のとおり） 

（４）施設概要 

  ア．規模 

   地上３階 

イ．構造 

鉄筋コンクリート造 

  ウ．建築年 

    平成１０年 

  エ．敷地面積 

    ４，０５６．５８㎡ 

  オ．貸し付ける区画及び面積 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 カ．その他 

     駐車場の貸付けは行わない。 

 

 

部屋番号 面積（㎡） 

105 36.60  

108 36.60  

206 36.63  

207 34.98  

212 80.70 

307 34.98 

308 36.35 

309 36.63 

313 46.98 
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３ 公募の条件・手順  

（１）借受者の資格 

    借受者の資格を有するものは、次の全ての条件を満たしていること。 

  ア．申込日現在、都内に事業を有する個人又は主たる事業所を有する企業。 

    イ．暴力団又は暴力団及び暴力的集団の構成員でないこと。 

   ウ．地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札への参加を制限さ

れている者でないこと。 （※１） 

   エ．事業主が成年被後見人、被保佐人又は破産者でないこと。 

   オ．国税及び地方税又は法人税及び法人地方税を完納している者であること。 

   カ．公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅か

すおそれのある団体に属する者でないこと。 

   キ．会社更生法、民事再生法等により、更正又は再生手続等を開始していないこと。 

   ク．現に作業室に困窮している方。 

 （２）募集要項の配布 

   ア．配布日時 

     募集要項は、平成２８年２月１６日（火）から同年２月２９日（月）まで配布

する。 

なお、郵送による配布は行わない。 

イ．配布場所 

 ・１５の問い合わせ窓口 

 （３）応募書類の提出方法 

   ア．提出方法 

     応募に当たっては、別紙１「応募書類一覧」にある書類及び入居の必要性を補

完する書類を添付の上、ウの提出先に提出すること。 

     なお、応募書類の提出は、持参若しくは郵送等によるものとする。 

    郵送等による場合は、書留等の受付確認のできる方法で提出すること。受付確認

のできない方法により応募書類を提出した場合、応募書類の紛失又は応募者に不

利益となる事態がおこっても、東京都は一切の責任を負わない。 

   イ．提出期限 

    ・提出期限 平成２８年２月１６日（火）から同年２月２９日（月）まで 

    ※持参の場合、受付時間は、平日の午前９時から午後５時まで 

   ウ．応募書類の提出先 

     １５問い合わせ窓口と同じ。 

   エ．応募書類の変更及び追加 

応募者の都合による提出期限後の応募書類の変更及び追加は認めない。 

   オ．応募書類の取り扱い 

    ・応募書類については、都の条例その他関係法令等に基づき適正に取り扱う。 

    ・応募書類については、理由のいかんを問わず返却しない。 

・応募書類については、当該「白鬚西共同利用工場施設の貸付け」に関してのみ

使用し、その他のいかなる場合にも使用しない。 
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（４）応募に要する費用 

     応募に要する費用は、応募者の負担とする。 

 

４ 貸付予定者の決定 

（１）貸付予定者の決定方法 

    提出された書類に基づき、白鬚地区共同利用工場施設入居者選定審査会により決

定する。 

 （２）入居者選定審査会 

     平成２８年３月上旬 ～中旬開催予定 

 （３）審査結果の通知 

    審査結果については、各応募者に文書で通知する。 

 

５ 貸付条件 

 （１）組合への加入 

当該施設の借受者で組織する南千住汐入工業協同組合に加入すること。 

※詳細は、貸付予定者に連絡する。 

 （２）施設の使用方法 

当該施設を原則として作業室として使用すること。 

 

６ 貸付期間 

  ３年以内（更新なし）で応募者が提案し、都が審査した期間とする。 

 

７ 貸付料 

（１）貸付料は、以下の通りとする。 

１０５・１０８号室    ８６，２８９円／月額（消費税相当額を含む） 

２０６・３０９号室    ８６，３６０円／月額（消費税相当額を含む） 

２０７・３０７号室    ８２，４７０円／月額（消費税相当額を含む） 

２１２号室       １９０，２６１円／月額（消費税相当額を含む） 

３０８号室        ８５，７００円／月額（消費税相当額を含む） 

３１３号室       １１０，７６１円／月額（消費税相当額を含む） 

（２）貸付料は、毎月末日までに、翌月分を都の指定した方法で支払うものとする。 

（３）月の中途において契約を締結することとなった場合又は解除することとなった場

合は、日割り計算により算出した額を徴収する。 

（４）借受者が無断で、借り受けた施設の利用を廃止したときは、東京都がその事実を

知った日までの貸付料を徴収する。 

（５）地震、水災、火災等の災害のため、当該施設を使用できない場合は、借受者の申

請により、貸付料について、徴収を猶予し、又は減額し、若しくは免除することが

できる。 

（６）貸付料は、土地又は建物の価格変動や、近傍同種の建物の賃借料に比較して、不

相当と認められる場合は、改定することができる。 
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８ 敷金 

（１）敷金は、７（１）に定める貸付料の額の２月分とする。 

 （２）敷金は、施設の明渡しがあった後、利子を付さずに返還する。ただし、貸付料の

滞納、原状回復に要する費用の未払い又は定期建物賃貸借契約に基づく債務の不履

行がある場合は、それら債務額を敷金から差し引くことができる。 

なお、敷金の額が債務額に満たない場合は、東京都は、その不足額を請求するこ

とができる。 

 

９ 契約手続 

  貸付予定者となった者の契約手続は次のとおり。 

（１）契約内容は、定期建物賃貸借契約書による。 

（２）貸付予定者となった者は、以下に定める資格を有する連帯保証人を付し、借地借

家法第３８条に規定する（※２）公正証書により定期建物賃貸借契約を締結しなけ

ればならない。 

（３）貸付予定者は、契約締結の際に、敷金及び翌月分までの貸付料を納入する。 

 （４）連帯保証人は日本国籍を有する者であって、次の全ての要件を備える者とする。 

ア．確定年収（不動産所得、事業所得及び給与所得の合計）及び所有不動産の固定   

 資産課税台帳登録証明書の合計額が１５０万円以上の者で、都内又は隣接県内に

住所を有する年齢満２０才以上７０才未満の者であること。 

イ．借受者となるものが会社（団体を除く。）の場合は、原則として当該会社の代表 

者であること。 

ウ．借受者となるものが団体の場合は、当該組合の役員であること。 

借受者となる者が個人の場合は、従業員以外の者であること。 

エ．暴力団又は暴力団及び暴力的集団の構成員でないこと。 

   オ．成年被後見人、被保佐人又は破産者でないこと。 

   カ．国税及び地方税を完納している者であること。 

   キ．公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅か

すおそれのある団体に属する者でないこと。 

 

１０ 維持管理費の負担 

（１）借受けた施設の使用に関連して生ずる電気、ガス、上水道及び下水道の使用料並

びに廃棄物の処理等の費用は、当該借受者の負担とする。 

 （２）表示板、外灯、緑化施設等の共用又は共益施設の使用及び維持に関する費用（清

掃の費用を含む。）は、借受者が分担する。 

 （３）建物の本体及び東京都が設備した付属施設の維持保全に必要な修繕は、東京都の

負担とする。 

 （４）その他疑義が生じた場合は、借受者と東京都で協議の上、定めることとする。 

  

１１ 借受者の保管義務 

   借受者は、借受施設及び共用・共益施設について必要な注意を払い、これらを正常 

な状態において維持しなければならない。また、次の各号について厳守しなければな 
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らない。 

（１）借受者は、借受けた施設を転貸してはならない。  

（２）（１）のほか、次の各号の行為をしてはならない。 

   ア．工場の建物本体を改造し、又は施設設備を損傷し、若しくは損傷するおそれの

ある行為をすること。 

    イ．専用及び共用部分以外を無断で使用し、又は無断で共用部分を専用すること。 

    ウ．他者に迷惑を及ぼすおそれのある行為をすること。 

（３）借受者の責に帰すべき事由により、当該施設を滅失き損したときは、借受者はこれ 

を速やかに現状に復し、又はこれに要する費用を賠償しなければならない。 

 

１２ 造作及び搬入設置等の基準 

  重量物の搬入設置等は、荷量が次の数値を超えないこと。 

（１）１階の全室、２階の全室及び３階３１０号室 １平方メートル当たり７５０キロ

グラム 

（２）３階のうち３１０号室を除く全室 １平方メートル当たり５００キログラム 

 

１３ 電力に関する使用基準 

（１）当該施設の電力の使用に当たっては、当該施設に係る分岐開閉器の電力容量及び

引込開閉器の電力容量に、変更を生じさせない範囲で行うこと。 

（２）電灯分については、現在の設備の範囲内で使用すること。 

（３）動力分については、使用に当たって必要な設備を借受者の負担で設置すること。  

   設置の際は、東京都の了解を得ること。 

（４）事業活動のため、（１）の基準によることができない場合は、東京都の承認を得た

上で、借受者の責任において必要な措置を講ずること。 

 

１４ その他 

（１）応募書類に不備があった場合は、審査対象から除外する。 

（２）応募書類に虚偽の記載があった場合又は貸付予定者が本要項に掲げる内容に反し

ている事が判明した場合は、貸付予定者に決定していても、その決定を取り消す。 

（３）貸付予定者として決定したものが、正当な理由なく別途東京都が指定する日まで

に契約締結に応じなかった場合は、その決定を取り消し、契約を締結しない。 

（４）貸付予定者として決定した後から契約締結までの間に、借受者としての要件を具

備しなくなった場合又は社会的信用を著しく損なう等により借受者として相応しく

ないと東京都が判断した場合は、契約を締結しないことがある。 

（５）その他特に定めのない事項については、東京都と借受者との間で協議して決める。 

 

１５ 問い合わせ窓口 

   〒１６３－８００１ 

   東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都産業労働局商工部地域産業振興課地域振興係 

   電話 ０３（５３２０）４７４７ 
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※１ 地方自治法施行令 

（一般競争入札の参加者の資格）  

  第百六十七条の四  普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札

に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。  

  ２  普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

られるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その

者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。  

  一  契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して

不正の行為をしたとき。  

  二  競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若し

くは不正の利益を得るために連合したとき。  

  三  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

  四  地方自治法第二百三十四条の二第一項 の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執

行を妨げたとき。  

  五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

  六  この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の

締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。  

 

※２ 借地借家法 

 第 38 条 期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては、公正証書による等書面によって契約を

するときに限り、第 30 条の規定にかかわらず、契約の更新がないこととする旨を定めることができる。こ

の場合には、第 29 条第１項の規定を適用しない。 

  ２ 前項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは、建物の賃貸人は、あらかじめ、建物の賃借人

に対し、同項の規定による建物の賃貸借は契約の更新がなく、期間の満了により当該建物の賃貸借は終了

することについて、その旨を記載した書面を交付して説明しなければならない。 

  ３ 建物の賃貸人が前項の規定による説明をしなかったときは、契約の更新がないこととする旨の定めは、

無効とする。 

  ４ 第１項の規定による建物の賃貸借において、期間が１年以上である場合には、建物の賃貸人は、期間

の満了の１年前から６月前までの間（以下この項において「通知期間」という。）に建物の賃借人に対し

期間の満了により建物の賃貸借が終了する旨の通知をしなければ、その終了を建物の賃借人に対抗するこ

とができない。ただし、建物の賃貸人が通知期間の経過後建物の賃借人に対しその旨の通知をした場合に

おいては、その通知の日から６月を経過した後は、この限りでない。 

  ５ 第１項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部分を賃貸借の目的とする場

合にあっては、当該一部分の床面積）が 200 平方メートル未満の建物に係るものに限る。）において、転

勤、療養、親族の介護その他のやむを得ない事情により、建物の賃借人が建物を自己の生活の本拠として

使用することが困難となったときは、建物の賃借人は、建物の賃貸借の解約の申入れをすることができる。

この場合においては、建物の賃貸借は、解約の申入れの日から１月を経過することによって終了する。 

  ６ 前２項の規定に反する特約で建物の賃借人に不利なものは、無効とする。 

  ７ 第 32 条の規定は、第１項の規定による建物の賃貸借において、借賃の改定に係る特約がある場合に

は、適用しない。 

 

 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8e%4f%8f%5c%8e%6c%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000023400200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000023400200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000023400200000001000000000000000000
http://www.houko.com/00/01/H03/090.HTM#030#030
http://www.houko.com/00/01/H03/090.HTM#029#029
http://www.houko.com/00/01/H03/090.HTM#032#032
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別紙１ 

応募書類一覧 

 

No 書類の名称 備 考 個 人 法 人 

１ 白鬚西共同利用工場施設

借受申込書 
第一号様式 ○ ○ 

２ 法人登記簿謄本若しくは

全部事項証明書 

申込日以前

3 ヶ月以内 
－ ○ 

３ 住民票又は外国人登録原

票記載事項証明書 

申込日以前

3 ヶ月以内 
○ － 

４ 印鑑証明書又は印鑑登録

証明書 

申込日以前

3 ヶ月以内 
○ ○ 

５ 法人税、法人地方税の納税

証明書及び法人事業税の

納税証明書 

最新のもの － ○ 

６ 国税、地方税の納税証明書

及び個人事業税の納税証

明書 

最新のもの ○ － 

７ 収支状況を証明する書類

（決算書等） 直近のもの ○ ○ 

※入居者選定の審査を実施するにあたって必要な場合は、上記のほかにも関係書類を求め

ることがある。 
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施設案内図 
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施設配置図 

 

 

 

＜３階平面図＞

＜２階平面図＞
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＜１階平面図＞

　階

段

　階

段

EV

　

　階

段

EV

　階

段
事務室・集会室

　階

段

EV

　階

段

通路(車道）

屋上駐車場への通路（車屋上駐車場からの通路(車

屋上駐車場への通路（車道）

通路(車道）

屋上駐車場への通路（車屋上駐車場からの道路（車道）

屋上駐車場への通路（車道）

一方通行

出
口

一方通行

一方通行一方通行

入
口

出
口

１階より

通路(車道）

屋上駐車場への通路（車屋上駐車場からの道路（車道）

屋上駐車場への通路（車道）

出
口

一方通行一方通行

入
口

１階より

105号室

36.60㎡

206号室

36.63㎡

212号室

80.70㎡

307号室
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・・・今回募集する区画
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第一号様式 

 

                                    

  白鬚西共同利用工場施設 

                         借 受 申 込 書 

 

                               年  月  日 

 

    東京都産業労働局長  殿 

 

                        住所 

                申込人 

                                       氏名           印 

 

                                  （法人の場合は、名称及び代表者名） 

                      電話番号  （   ） 

 

   下記のとおり申し込みます。 

記 

 

  １ 借受施設    
 作 業 室                          号 室  

 

 

  ２ 借受提案期間（３年以内を限度とする）   年  月 

（予定期間   年 月から   年 月まで） 

 

３ 作業室で行う事業内容 

 

  ４ 従業員数      人 

 

  ５ 入居を必要とする理由 

 

   

 

 

  

   

※ 添付書類については、理由のいかんを問わず返却いたしませんので、あらかじめご了 

承ください。 

                                               （日本工業規格Ａ列４番） 

 



 11 

第一号様式－２ 

 

 ６ 白鬚西共同利用工場施設に入居した場合、白鬚西共同利用工場施設の活性化に

寄与できるか否か（詳しく記載してください）。 

 

     

 

    

    

 

    

 

 

    

 

 

 

 

    ７ 申込みにあたっては、下記の書類を添付します。 

     

    ○白鬚西共同利用工場施設借受申込書（法人、個人） 

    ○法人登記簿謄本又は全部事項証明書（法人） 

    ○住民票又は外国人登録原票記載事項証明書（個人） 

    ○印鑑証明書又は印鑑登録証明書（法人、個人） 

    ○法人税、法人地方税の納税証明書及び法人事業税の納税証明書（法人） 

    ○国税、地方税の納税証明書及び個人事業税の納税証明書（個人） 

    ○収支状況を証明する書類（決算書等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本工業規格Ａ列４番） 
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施設外観図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


